














































































年度 ㈲ 国（B） 地方⑨ 合計Φ〉 ⑭／（A） （q）／（A） （D）／㈹
1935 167 19 21 40 11．4 12．624．0
1941 449 70 31 101 15．6 6．9 22．5
1956 99，509 5，985 12，036 18，0216．0 12．1 18．1
1965 336，02320，05242，959 63，0116．0 12．8 18．8
19751，522，094121，569253β77375，4468．0 16．7 24．7















年度 国㈲ 地方（B） 国（c） 地方（D） 合計額㈹ （c）／（E） （D）／（E）
1935 22 21 19 21 40 47．5 52．5
1941 81 31 70 31 101 69．3 30．7
1956 10，823 12，0615，985 12，036 18，02133．2 66．8
1960 17，90119，249 9，658 18，973 28，63133．7 66．3








































































租税の内訳 国から地方への交付額 地方から 実質的配分
年度
租税







1936 18 ユ2 6 『 ｝ 3 3 0 9 9
1941 58 499 4 一 6 10 0 39 19
195513，1849，369 3，8151，616 2，9544，569 19 7，5485，636
196548，29132，797 15，4947，162 50110，898 18，56169214，92833，363
1970115，261 77，754 37，50717，9821，08720，930 39，9991，26239，0176，244
1975226，616 145，068 81，54833，5112，48258，82394，8162，668 52，920173，696
！983540，034341，621198，41373，1704，975108，193 186，3425，316160，595 379，439
1989889，312571，361 317，951153，251 14，822103，768271，8410，715310，235579，077
1936 100 66．7 33．3 一 一 16．3 16．3 一 50．0 50．0
1941 100 84．5 15．5 6．9 一 10．3 17．2一 67．2 32．8
1955 100 71．1 28．9 123 22．4 34．7 0．1 57．3 42．7
1965 、100 67．9 32．115．4 1．0 22．6 38．4 1．4 30．4 69．6
1970 100 67．5 32．515．6 0．9 18．2 34．7 1．1 33．9 66．1
1975 100 64．0 36．014．8 1．1 26．0 41．8 1．2 23．4 76．6
1983 100 63．3 36．713．5 0．9 20．0 34．6 1．0 29．7 70．3

















区　分 1955 1965 19701975 1980 1985 1989
地　方　税 33．9 34．637．1 31．3 34．0 40．6 42．6
地方譲与税 2．0 1．1 Ll 1．0 0．9 0．8 2．0
地方交付税 14．2 16．6 17．8 17．2 17．3 16．3 18．0
一般財源計 50．1 52．356．0 49．4 52．2 59．2 62．7
使用料・
閨@数　料 3．7 2．8 2．1 1．6 2．2 2．6 2．5
国庫支出金 24．9 24．3 20．7 22．622．6 16．2 13．9
繰　入　金 L5 0．7 1．1 1．2 1．0 1．1 1．6
繰越　金 1．9 2．4 2．7 ・2．3 2．2 2．0 2．0
地方　債 8．6 7．1 6．4 12．2 10．1 8．3 7．5
そ　の　他 9．3 10．4 11．1 10．7 9．7 、9．6 9．8


























































































1960 6570 75 80 85 89
道　　　府　　県　　税
道　府　県　民　税 15 23 19 25 27 29 30
事　　　　業　　　　税 54 42 4639 39 39 44
不　動　産　取　得　税 4 5 5 5 4 4 4
道府県たばこ税i道府県たばこ消費税） 7 6 4 3 3 3 2
ゴ　ル　フ　利　用　税
i娯楽施設利用税） 1 1 1 1 1 1 1
特別地方消費税i料理飲食等消費税） 8 7 6 7 5 5 1
自　　動　　車　　税 4 7 8 10 11 10 8
自　動　車　取　得　税 　 一 4 5 4 3 4
軽　油　引　取　税 5 8 7 5 6 6 5
そ　　　　の　　　　他 2 1 0 0 0 0 1
計 100 100 100 10010 100100
市　　　町　　村　　税
市　町　村　民　税 33 40 43 46 49 51 54
固　定　資　産　税 43 39 35 36 33 33 33
軽　　自　動　車　税 1 1 2 1 1 1 1
市町村たばこ税i市町村たばこ消費税） 9 9 10 6 5 4 3
電　気　ガ　ス　税 10 7 6 4 4 4 一
都　市　計　画　税 3 3 4 5 6 5 5
特別土地保有税 一 一 一 2 1 0 1






























































Total ・88．4 11．6　IOO．O74．1 25．9100．0 89．2 10．8　100．0 91．38 7 100．0
（B） Federal　states



























































































































































国土 農林 都市 環境 厚生 文教
事 道路 港湾 空港 保全 水産
住宅





38．036．578．3 29．414．942．9 1．5 0．118．0 8．0
別 都道府県費 32．6 44．921．060．7 50．424．328．1 8．5 24．918．6
（A）
市　町　村 29．4 18．60．7 9．934．732．8 70．3 91．4 57．073．3
合　計 100．0 100．010 ．0100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
事業区分





計画 福祉 福祉 施設?
負担区分?
担 国　　　費 46．2 44．580．243．7 46．0 62．216．8 16．926．2 21．6
別 都道府県費 28．333．4・18．8 47．732．717．825．3 9．6 23．417．8
（B）
市町村費 25．522．1 LO 8．5 21．3 20．0 57．9 73．550．460．6































































































































































生活保護費等　　　　i 8／107／10 → → 3／4：恒久化 →
措置二等 8／107／10 1／2 → 1／2：恒久化 →
義務教育費等 → 1990年度
恩　　　給 1／2 → 1／3 → 一般財源化 までの暫定措
追加費用等 1／2 → 1／3 → 1／3 置， 1990年
長期給付 1／2 → → 1／3 3／8 度以降1／2
公共事業費
㈱道路改築（内地）
一般国道　直轄 3／4 2／3 → 6／10 6／10→ 1990年
〃　　補助 3／4 2／3 6／105．75／！0 5．75／10→ 度までの
河川改修　直轄 2／3 6／10→ 5．5／10 5．5／10→ 暫定措置
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図3　東京圏への集中状況（対全国シェア）
資料）地方財政調査会『財政と地域開発』1992年による
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内での一般勤労者の住宅取得難，銀行のノンバンク・不動産会社などへの過
剰融資などが相乗的に作用して異常な地価高騰をもたらした（1991～92年に
かけ株価の下落と共にバブル経済の崩壊，地価騰貴の鎮静化が進む）。これ
に伴い，大都市圏と地方圏との財源格差も再び拡大する傾向が見られる。図
4は，1955年度以降の地方税の府県別偏在度を変動係数（標準偏差／平均）
を用いて見たものである。1970年代に1人当たりの県民所得，地方税の変動
係数は，ともに減少した。しかし，80年代後半から再び拡大，地域間の偏在
が顕著となった。これは，地方税も国税と同様課税ベースが法人所得に大き
く依存するからだとされている⑥。
　第3に，地方財政調整制度としての地方交付税制度における交付税率の据
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　図4　1人当たり地：方税等の変動係数の推移
　　資料）斉藤，r政府行動の経済分析』1989対
したり，法定額から一定額を減額したりする操作，つまり
い財源が不安定となった。
　1989年度以降，税制改正により，国の消費税の24％，国のたばこ税の25％
が加えられた。これには，補助負担金の削減，税制改正による地方への影響
を改善する政策的意味もこめられていた。今日，日本の交付税の過度の財政
調整効果を指摘する意見も一部にある。ただ，1993年度国の予算編成では，
国の財政危機の折から，税率は据え置くとしても，その圧縮論が強く出され
る趨勢にある。地方財政調整による地方への一般財源供給を地方分権と地方
自治の将来の上でどう考えていくかが，課題であろう。なお，1988年度竹下
内閣のもとで，ふるさと創生交付金が，全市町村（交付税不交付団体は除
く）に配付された。これには，交付税財源の一部が充てられた。
　第4に，地方債発行は，地方自治法第250条により許可制（当分の間）とさ
え置き固定化と恒常的
な財源不足，大蔵省の
国の財政硬直化を理由
とした抑制策があげら
れる。
　すでに，前章でも一
部触れたが，1966年度
以降交付税率を一定化
し，年度によって臨時
特例交付金や，資金運
用部からの借入金を
もって不足財源を補填
　　，年度間調整を行
（6）斎藤　慎r政府行動の経済分析』1989年参照。なお，大都市圏は，東京圏，大阪圏，
　名古屋圏の3つを指し，残りが地方圏である。
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れ，また，シャウプ以来の一般財政における不発行主義（地方財政法第5
条）が貫かれている。しかし，特定地域（新産業都市，過疎地，辺地ほか）
での政策的許可，広域市町村圏，補助負担金削減による減収の補填のための
特例地方債の発行など政策的な拡大をもたらしている（地方交付税にリンク
するものも多い）。
　第5に，国・地方の行財政改革の進行の中で，地方の補助金の見直し，民
間活力の導入（民間資本の参加），地方行政への都市経営手法の導入などが
積極的に用いられ出した。地方財政における従来からの公営企業の増大傾向
に加えて，地方財政の企業化，複合企業経営化（コングロマリット化）とも
いえる新しい傾向が見られ出した。市町村を超えたより広域にわたる行政に
ついては，一部事務組合（複合事務組合）の活用などがあるが，1969年の新
全総前後から増大し出した地方公社・第3セクターといわれる公私混合企業
体の活動が知られる。地方公社には，（1）国の特別法に基づく公法人公社（道
路公社，住宅供給公社，土地開発公社）（2）民法に基づく開発公社等，（3）商法
に基づく株式会社，有限会社（第3セクターとよぶものを含む。自治体が
25％以上出資するものを把握）などがあり，1989年で合計5，477に達した。地
域・都市開発，観光・レジャー開発，農林水産，商工，社会福祉，運輸・道
路，教育・文化，公害対策・自然環境保全など多方面の行政分野で活動して
いる。こうした傾向は，1987年の総合保養地域整備法のもとでのリゾート開
発化の全国的な動きとも関連して，さらに拡大される傾向がみられる（7）。地
方財政の会計のコングロマリット化を，地方自治の将来との関連でどのよう
に位置づけるかも大きな課題となっている。
（7）いわゆる「第3セクター」をめぐる最近の地方都市の実証研究の成果については，岡
　山「第3セクター」研究会編r地方都市と「第3セクター」一岡山からの検証』自治体
　研究社，1992年を参照されたい。
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5．む　す　び
・近年の地域間競争の時代の中で，特に過疎地などを中心に各市，町村の地
域活性化と内発的発展一住民参画による一に向けたまちおこし・むらづくり
の運動が活発になっていることも，今日の日本の新しい地方行政の特徴であ
ろう。
　以上，日本の地域開発・地域経済の展開との関連を中心に，戦後日本の地
方財政の特質とその変貌について述べてきた（8）。行革審第2次の最終答申
（1990年4月18日）では，21世紀初頭までの10年間の地方行政の改革と「地
方分権の推進」をも指摘している。こうした中で，
　まず，第1の課題は，日本の政府間財政関係の中で，自主財源としての地
方税の充実を一層図っていくことであろう。特に，日本の政府間財政関係の
新たな萌芽としての補助金の削減との関連を今後どのように評価し位置づけ
ていくかであろう。
　第2の課題は，地域経済における東京一極集中を是正し地方分権を実質化
していく課題である。この点では，まず，大都市及び地方都市の産業構造の
転換，重厚長大型からハイテク化，都市型産業化への移行と各地域への適正
（8）以上の他に，日本の地方財政の特質と変貌に関連する最近の研究成果として，
　　佐藤　進　　　『地方財政総論』税務経理協会，1985年
　　坂本忠次　　r現代地方自治財政論』青木書店，1986年
　　吉岡健次編r現代地方財政の展開』税務経理協会，1988年
　　重森　暁　　r現代地方自治の財政理論』有斐閣，1988年
　　橋本　徹　　r現代の地方財政』東洋経済新報社，1988年
　　坂本忠次　『日本における地方行財政の展開』御茶の水書房，1989年
　　池上・重森・植田編r地方財政論』有斐閣，1990年
　　遠藤三郎編r現代日本地方財政論』昭和堂，1990年
　　貝塚・石・野口・宮島・本間編r地方の時代の財政』（シリーズ現代財政）有斐閣，
　　1991年
　　和田入束・野呂昭朗編r現代の地方財政』有斐閣，1992年
　などを参照したことを付記しておく。
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配置による雇用機会の創出，地域における産業技術の高度化，大学及び試験
研究機関の充実なども必要である。
また｝遷都などを含む首都機能の地方移転・分散，国の機関委任事務の原
則的廃止ないしは団体委任事務への移行も重要である。地域の自然や歴史を
生かしたまちづくりも課題であろう。
第3の課題としては，地方自治・地方行政や地方財政への住民参加の制度
化も必要である。
以上の点を踏まえ，21世紀に向けて地方財源の一層の充実を柱とした地方
行政権・地方財政権の強化と地方分権化をいかにして実質的に実現していく
かが，日本の地方自治と地方財政の今後に課せられた課題であろう（9）。
（9）　《あとがき》　今回の国際シンポジウム第3分科（会）での筆者の報告に対して，韓
　国地方自治學會からの討論者は金束建（ソウル大學校教授），禺東瑛（嶺南大學校教授）
　の2名，日本側から佐々木雅幸（金沢大学教授）の1名が当たった。金束建，禺東瑛の
　両氏とも，韓国では行政学の分野に属する人で，財政学・地方財政学を行政学研究の一
　環として研究している専門家であること，韓国の行政学者の多くは，筆者のこれまでの
　地方財政に関する著作を含め，日本の研究者の著書・論文にかなり精通していること，
　などが注目された。韓国の地方自治では，1991年度地方議会議員選挙が実施されたが，
　首長公選の1992年度実施は政争などで見送りとなった。中央・地方の政府間財政関係
　では，中央から地方への移転支出としての国の補助金などが少く，日本の国庫支出金と
　その弊害に対する質問が見られた。また，韓国の高度成長にともなう都市・農村の格差
　は，日本よりもひどく，日本の地域開発政策と産業政策，特に工場の地方分散政策を通
　じて日本の地域格差はどうなったのか，などに関心を向けていた。また，日本の地方公
　社「第3セクター」の動向にも関心を有していたようである。しかし，韓国の地方歳入
　に占める国庫補助金の少なさが，財政自立度を数字の上ではかなり高くしていること
　は，国情の相違を示していた。この意味からも単なる財政数字上での日韓地方財政の比
　較には多くの問題が残されよう。今後，両国の地方自治と財政制度の相違を明らかにし
　た上での国際比較研究が必要なことを今回のシンポジウムを通じて痛感した。しかし，
　いずれにしても有意義な日韓国際シンポジウムであったことは間違いなく，今後の日
　韓の地方自治・財政学研究者の学術交流を期待して筆をおきたい。
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